
 

 

経営発達支援計画の概要 

実施者名 

（法人番号） 

雨竜町商工会（法人番号 7430005007478） 

雨竜町（地方公共団体コード 014362） 

実施期間 令和６年４月１日～令和１１年３月３１日 

目標 

経営発達支援事業の目標 

【小規模事業者への目標１】小規模事業者の経営状況分析及び

事業計画策定を支援することで、経営基盤を強化し売上・利益

率の向上を図る。 

【小規模事業者への目標２】事業承継及び創業の促進により、

小規模事業者数と多様な業種の維持を図る。 

【小規模事業者への目標３】小規模事業者の新商品開発促進と

販路開拓・拡大支援による売上・利益率向上を図る。 

【地域への裨益目標】小規模事業者の生産性（稼ぐ力）を高め、

あわせて事業承継を支援することにより既存事業所の新陳代謝

を促し、地域住民の利便性の維持・向上を図る。また、雨竜町

との連携強化により、広域需要に対応できる商品・サービスを

提供する事業者が増加することにより、域外からの交流人口を

増加させ、通過型の町からの脱却を目指し、小規模事業者及び

地域の持続的発展に寄与する。 

事業内容 

経営発達支援事業の内容 

３．地域の経済動向調査に関すること 

（１）各種経済情報の収集、提供及び分析（北海道・空知管内） 

（２）地域経済動向の分析（ＲＥＳＡＳの活用） 

４．需要動向調査に関すること 

（１）商談会・物産展におけるアンケート調査 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）経営分析を行う事業者の発掘 

（２）「ローカルベンチマーク」を活用した財務分析及びＳＷＯ

Ｔ分析による非財務分析 

（３）近隣商工会広域連携での支援 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）ＤＸ推進セミナー及び個別相談会の開催 

（２）事業計画策定に関するセミナー及び個別相談会の開催 

（３）創業・第二創業者への支援 

（４）事業承継支援 

７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）事業計画策定事業者に対する支援 

（２）創業・第二創業計画策定事業者に対する支援 

（３）事業承継計画策定事業者に対する支援 



 

 

（４）事業計画と進捗状況とズレが生じている場合の支援 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）商談会・物産展等への出展支援 

（２）パンフレット等作成による新たな販路開支援 

（３）ＤＸへの取組としてＩＴ活用による販路開拓支援 

連絡先 

雨竜町商工会 

〒078-2600 北海道雨竜郡雨竜町字尾白利加 88番地 33 

      TEL：0125-77-2155 FAX：0125-77-2151 

            E-mail：ushoko6@rose.ocn.ne.jp 

雨竜町 産業建設課 

〒078-2692 北海道雨竜郡雨竜町字フシコウリウ 104番地 

TEL：0125-77-2248 FAX：0125-78-3122 

      E-mail：shoukou@town.uryu.hokkaido.jp 
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 ③産業別の現状と課題 

 ア．農業 

【現状】 

基幹産業である農家数及び農家人口は、昭和５５年に５８４戸２,７０９人だったものが、平成２７年に

は１９１戸（△６７.２％）の７１４人（△７３.６％）と大幅に減少しているが、経営耕地面積について

はほぼ変わらず、水稲面積及び収穫量については、平成２７年から令和元年を比べると若干減少している。 

  農業における生産物の一部は、現在雨竜町の特産品として認定され（認定元：雨竜町特産品推進協議会）、

雨竜町内生産の米「うりゅう米」やメロンの他、加工品としてアイス、日本酒、漬物、米粉菓子、といっ

た多様な商品が生産されている。 

 

【課題】 

本町は水稲を基幹作物として、麦、そば、メロンなどそ菜類の作付けをしている。その作付を組み合わ

せた生産性の高い土地利用型農業を展開する必要があり、生産基盤の整備や農業技術力の向上などによる

低コストで安全、良質な農産物の安定生産を基本として、収益性の高い作物の導入などが必要である。 

また、農用地の適正な管理運営と利用調整により、優良農地の確保と、担い手への農地の利用集積を図

るとともに、農業法人による農業経営も取り入れ、収量の向上や農産物の安定生産、作業効率向上に努め

なければならない状況である。 

加えて、ここ２年間で味噌、漬物といった食品製造業が創業し、地元農産物を活用した商品開発ができ

る環境となったため、商工業者と農業者の連携による新たな特産品の開発が求められている。 
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 イ．建設業 

【現状】 

建設業は１３者あり内訳は土木工事業が３者、建築業７者及び左官工事業・塗装工事業・管工事業各１

者である。 

事業者数は長く変わっていないが、雇用機会としては業績に左右される要素が大きく若者の定住につな

がる雇用の場が少ないのが現状であり、地域の存在基盤に関わる深刻な状況である。 

 

【課題】 

建設業は近隣の町村から比べると多く営業をしているが、経営形態は開業以来の同族経営であり、代表

者が高齢のまま事業を継続しているという状況が少なくない。 

そのようななか、一部事業者で事業承継は行われているものの、雇用維持の面からも、今後は支援機関

として事業承継を積極的に推進する必要がある。 

また、建設業の雇用環境として、常時雇用やパート職員の就労に関するニーズに対応するため、経営の

改善による売上向上を図り、職場環境の改善や人材育成によって雇用維持に引き続き取り組む必要がある。 

 

 ウ．商業 

【現状】 

商業（卸・小売業）について、商店数に関しては平成６年をピークとして、平成２８年にはピークの半

分以下となっており、人口減少の進展による購買力の低下に加え、経営者の高齢化により閉店する商店が

続くと予想される。 

また、近年の状況としては、町内の呉服店が高齢化等のためすべて閉店し、生鮮食品店に至っては令和

５年１０月に町内唯一のスーパーが閉店となった。 

そのほか、新型コロナウイルス感染症の影響により、ネット通販の増加などライフスタイルの変化がみ

られ、地元からの購買力の流出が続き厳しい状況にある。 

そのような中、製造小売業に関して、ここ２年間で味噌、漬物といった食品製造業が創業し、地元農産

物など地域資源を活用した商品開発が行われるなど、新たな取り組みもみられる。 

 

【課題】 

本町の商業は、商店経営並びに後継者の育成について、事業所としての体質強化を図るなど、事業計画

に基づいた活動による売上の向上、事業の継続が必要であり、その成果としての地域住民の生活環境の維

持が求められている。 

また、地域資源を活用した商品開発については、消費者ニーズをとらえた売れる商品にするとともに、

効果的な情報発信により、地域外も含めた新たな需要の取り込みが必要である。 

 

産業別（卸売業・小売業）商店数・従業者数及び販売額（商業統計調査より）単位：年間販売額 万円 

 

 エ．観光業 

【現状】 

当町の観光資源としては、暑寒別天売焼尻国定公園内の「雨竜沼湿原」があり、北海道遺産やラムサー

 Ｓ６０年 Ｈ６年 Ｈ１１年 Ｈ１６年 Ｈ２１年 Ｈ２６年 Ｈ２８年 

小売卸売業 

商店数 
53 54 44 37 34 24 25 

小売卸売業 

従業者数 
181 299 195 159 213 128 122 

小売卸売業 

年間販売額 
388,088 378,774 240,728 257,633 

280,900 

（H19年） 
326,463 371,200 
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ル条約の登録湿地とされ、登山客の入込者数は、平成１５年の１.７万人をピークに令和５年シーズンの実

績では４千人程度となっている。 

また、道の駅「田園の里うりゅう」（運営：㈱雨竜町振興公社）は、本町の自然と観光における情報発信

拠点として、平成１８年リニューアル時には５５万人の入場者数であったが、令和４年度実績では４２万

５千人の入場者数（㈱雨竜町振興公社調べ）となっている。 

そのほか、現在は、雨竜町の特産品として認定された商品（米、メロン、アイス、日本酒、漬物、米粉

菓子など）を道の駅を中心に販売しており、集客要因の一つとなっている。 

 

【課題】 

本町の観光業については、主力産業である農業と連携し、食や体験型のサービスを道の駅を核としたＰ

Ｒ活動により広く発信することが必要である。 

また、雨竜町の特産品として認定された商品について、さらなるブラッシュアップ並びに新商品の開発

につなげ、上記の観光資源と合わせてＰＲすることで交流人口の増加につなげ、地域の賑わいを創出する

ことが求められている。 

 

 ④小規模事業者の現状と課題 

【現状】 

商工業者等数は令和４年度末現在、１２６事業者、同じく小規模事業者数は７９事業者となっており、

平成３０年度末と比べるとどちらも減少しているが、率にして商工業者等数は約８％、小規模事業者数は

約５％の減少である。 

減少の主な理由としては、売上の減少や建物老朽化等による廃業の他、町外へ転出する事業者も一部に

みられるが、特に経営者の高齢化は深刻となっており、過去５年間で９件の事業承継はあったものの、う

ち５件は経営者の死亡による必要に迫られた承継であり、事前の準備に基づく円滑な事業承継ができてい

るとは言えない状況である。 

そのようななか、製造業においては前述のとおり、ここ２年間で味噌や漬物の製造及び製造小売業を営

む事業者が２件創業するなど新たな動きもみられる。 

 

【課題】 

上記のとおり本町の小規模事業者における経営者の高齢化は深刻となっており、事前の事業承継計画策

定により、円滑に事業承継を行い安定的な経営の継続に繋げることが課題である。 

また、店舗の老朽化やインボイス制度による新たな消費税の納税、多様化する消費者のニーズにあわせ

た経営などに迅速に対応する必要があり、事業計画に基づく安定した経営や、農業との連携による新商品

等の開発などが求められている。 

それらの取り組みには、悪化する経営環境へ柔軟に対応するための経営力の強化が必要であり、そのた

めに小規模事業者自らが課題を認識し、その解決に取り組むことによる自走化へ向けた伴走支援に緊急の

課題として取り組まなければならない。 

 

平成３０年度末 建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食業・

宿泊業 

サービ

ス業 

その他 定款 合計 

商工業者等数 １３ １ ２ ２６ １３ ３１ １６ ３４ １３６ 

小規模事業者数 １３ １ １ ２４ １３ １８ １１ ０ ８１ 

 

令和４年度末 建設業 製造業 卸売業 小売業 飲食業・

宿泊業 

サービ

ス業 

その他 定款 合計 

商工業者等数 １３ ２ ２ １９ １０ ３０ １７ ３３ １２６ 

小規模事業者数 １３ １ １ １８ ８ ２２ １６ ０ ７９ 
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⑤商工会の現状と課題 

【現状】 

当会では経営改善普及事業はもちろん、事業所が抱える課題を、地域に密着した視点から様々な事業を

展開しているところである。 

平成３１年 ・雨竜町ＩＣ型ポイントカードシステム「ＵＰカード」稼働開始（１月） 

       ・ＵＰカードに地域電子マネー機能「ＵＰマネー」追加（１２月） 

 令和 ３年 ・ＵＰカードによる「プレミアム付電子マネー」発行（町補助事業・年１回） 

       現在継続事業 

 

平成２９年から経済産業省の補助を受け、行政連携によるＩＣ型ポイントカードシステムの導入による

「まちづくり」と「商業活性化」を目的とした事業実施のための調査分析事業を展開し、平成３０年は同

システムの導入支援事業として継続し、平成３１年よりＩＣ型ポイントカードシステム「ＵＰカード」が

稼働した。 

さらに町外消費流出対策として、従来のプレミアム付商品券に代わる「プレミアム付電子マネー」発行

は継続事業として取り組んでいる。また、ＩＣ型ポイントカード、商品券（通年発行）の消費活性化事業

も積極的に実施し、地域の商工業者の振興発展に成果をあげている。 

 

                   ＵＰカード 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
        表面                     裏面 

 

 

【課題】 

当会は、上記の補助事業を活用し、ソフト事業を主体に地域経済の活性化に取り組んできており、組織

として一定の成果を上げているが、個別事業所の経営支援には直接繋がらない傾向にあるほか、地域電子

マネーも廃業増加により利用できる店舗・業種が限られてきており、住民の利便性向上へ向けた取り組み

が求められている。 

今後、「ＵＰカード」の活用方法を引き続き検討し、どのように町内に広く普及させ、域内消費を活性化

した上で経営支援に繋げるかも大きな課題である。 

 

（２）小規模事業者に対する長期的な振興のあり方 

 ①１０年程度の期間を見据えて 

   雨竜町においては、人口減少の進展や、新型コロナウイルスの影響による消費者ニーズの多様化など

により、消費購買力の低下並びに流出がさらに進む恐れがある。 

また、経営者の高齢化は着実に進んでおり、早急に手を打たなければ、廃業が加速度的に進行するこ

とも懸念されている。 

これらの経営環境の悪化は、地域の活力並びに雇用の維持に悪影響を及ぼすため、今後１０年間、小

規模事業者が事業を継続し、地域住民の生活を守るための事業の持続的発展に繋げるため、商工会にお
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ける「小規模事業者に対する長期的な振興のあり方」を次のとおり設定する。 

・小規模事業者自らが主体性をもって経営力を向上させることによる地域の活力の創出 

・小規模事業者の事業継続による雇用の創出 

 

 ②雨竜町振興基本計画との連動性・整合性 

雨竜町振興基本計画（平成２８年度～平成３７年度）の中では、特に「産業振興による足腰の強い活

力あるまちづくり」として、次の取り組みを掲げ、商業・サービス業、観光産業、工業の振興などを通

じて、活力ある町づくりを目指している。 

ア「産業間連携による活力ある商工業の展開」 

イ「地域の魅力を発信する観光の展開」 

ウ「雇用環境の創出と就業機会の確保」 

雨竜町が目指すこれらの振興策は、商工会が認識する課題を解決する上で、その方向性を同じくする

ものであり、行政との連携のもと中長期的に取り組む事が重要と考えている。 

 

③商工会としての役割 

当商工会は地域での唯一の総合経済団体であり、事業者が身近に相談できる支援機関として、町をはじ

め各機関と連携を図りながら地域の小規模事業者との対話と傾聴による伴走型支援を実施し、事業者それ

ぞれの経営課題を明確にし、課題解決の検討をすることで事業者自ら気づき、実行する自走化へと導くこ

とで、事業者の持続的発展に繋げ、町の産業発展に寄与していく役割を担っていく。 

また、観光では関係機関と連携し道の駅を核としたＰＲ活動などの情報発信を強化するとともに、小規

模事業者が農産物等の特産品を活用した商品開発等の事業展開を推進する。 

さらに、地域内での雇用効果が大きい建設業や、地域住民の生活を支える小売業の事業承継を推進し、

引き続き雇用の創出を図ることを主眼におき、小規模事業者の事業の持続的発展に向けて事業を実施する。 

 

（３）経営発達支援事業の目標 

  雨竜町振興基本計画と商工会の役割を踏まえ、小規模事業者の長期的な振興のあり方を見据えた経営発

達支援事業の５年間の目標を以下のとおりとする。 

【小規模事業者の目標】 

①小規模事業者自らが課題を認識し、解決のための事業計画策定並びに実行を支援することで、売上・利

益率の向上による経営基盤の強化を図る。 

 

【事業計画策定事業者数 ２５者／５年】 

【計画策定事業者の利益率増加目標 ２％（対前年）】 

 

②事業承継計画及び創業計画の策定を支援することで、着実な事業承継及び創業に繋げ、小規模事業者の

事業の継続を図る。 

     

【新規創業者数 ５者 ／ ５年】 

【事業承継者数 ５者 ／ ５年】 

 

③小規模事業者の農産品等を活用した新商品開発・ブラッシュアップ並びに販路開拓の支援による売上・

利益率向上を図る。 

 

【商談会出展による販路開拓】 １０者／５年・売上増加率５％／者（対前年比） 

【物産展出展による販路開拓】 首都圏 １０者／５年・売上１０万円／者（１出展あたり） 

               地域内 ２５者／５年・売上 ５万円／者（１出展あたり） 

【ＤＸによる販路開拓】    ２５者／５年・売上増加率２％／者（対前年比） 
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【地域への裨益目標】 

   上記の目標を実施することで、小規模事業者の経営力の向上並びに事業の継続につなげ、地域住民の

生活環境の維持・向上を図る。 

また、雨竜町の農産品等を活用した新商品のＰＲにより、雨竜町の知名度向上を図ることで域外から

の交流人口を増加させ、賑わい創出による地域の持続的発展に寄与することを目標とする。 
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経営発達支援事業の内容及び実施期間 

２．経営発達支援事業の実施期間、目標達成方針 

（１）経営発達支援事業の実施期間（令和６年 ４月 １日～令和１１年 ３月３１日） 

 

（２）目標の達成に向けた方針 

【小規模事業者の目標達成に向けた方針】 

①小規模事業者自らが課題を認識し、解決のための事業計画策定並びに実行を支援することで、売上・利

益率の向上による経営基盤の強化を図る。 

小規模事業者が売上・利益率の向上による経営基盤の強化を目指すには、小規模事業者自身が自らが

置かれている状況を把握するとともに、分析に基づき課題を認識し、その解決に取り組む必要がある。 

そのため、経営指導員等による巡回訪問を通じて小規模事業者との対話と傾聴を重ね、本質的な課題

に気づきを得るとともに、納得したうえで課題解決に向けた自走化ができるように支援していく。 

 

②事業承継計画及び創業計画の策定を支援することで、着実な事業承継及び創業に繋げ、小規模事業者の

事業の継続を図る。 

小規模事業者の事業の継続は、地域のコミュニティや雇用の維持に繋がるため、積極的な巡回訪問に

より後継者等の情報の収集を行うとともに事業承継に対する考え方を把握し、金融機関等の関係機関と

の連携により事業承継計画の策定へ向けた取り組みを加速していく。 

また、創業に対して、雨竜町をはじめとした関係機関と連携して対象者を掘り起こすとともに、実現

可能性の高い創業計画策定支援を行う。 

なお、円滑な事業承継が少ない現状を鑑み、特に後継者が不在である事業者については、第三者承継

での引継ぎなどについて事業承継引継ぎ支援センター等と連携してマッチング支援を実施するととも

に、売上や利益向上による承継後の体質強化を図るための事業展開を支援する。 

 

③小規模事業者の農産品等を活用した新商品開発・ブラッシュアップ並びに販路開拓の支援による売上・

利益率向上を図る。 

 

地元農産品といった地域資源を積極的に活用した高付加価値な新商品の開発や既存商品のブラッシュ

アップを雨竜町、雨竜町特産品推進協議会、きたそらち農業協同組合等関係機関と行い、札幌圏や首都

圏といった、地域外で開催される商談会や展示会への出展による販路開拓支援を実施する。 

また、開発された新商品の販売活動として、雨竜町特産品推進協議会協力のもと、道の駅を拠点とし

て、雨竜町でしか手に入らない「こだわり」の付加価値の高い「特産品」として販売し、パブリシティ

などの活用により徐々に認知度を高めながら、広域的な販売へ移行していくなど、事業者の事業展開に

あわせて需要の開拓を図るよう支援する。 

 

【地域への裨益目標の達成に向けた方針】 

事業計画策定による経営基盤の強化、事業承継・創業の促進、さらには雨竜町独自の「ＵＰカード」を

活用して、地域の生活やコミュニティを維持するため各産業や地域住民との連携を図りながら「にぎわい」

を創出し、小規模事業者の事業並びに地域の持続的発展に向けて支援していく。 

①地域住民ニーズの把握や他産業との連携による商業体系の再構築に取り組む。 

②住民の地元購買意欲の高揚に努め、各業種が連携したＰＲの展開を支援する。 

③地域コミュニティの構築を目指し、顧客管理システムと連携してポイントカード事業に積極的に取り

組んでいく。 
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Ⅰ.経営発達支援事業の内容 

 

３.地域の経済動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

第１期においては、全国商工会連合会が行う「小規模企業景気動向調査」や北空知信用金庫が行う「中

小企業景気動向調査」といった地域経済動向調査の分析内容を巡回訪問、窓口相談時に事業者へ情報提供

してきた。 

しかし、小規模事業者が外部環境の把握として認識するまでは至らず、調査結果を十分に活用すること

ができなかった。 

また、調査結果の公表については、ホームページの活用ができなかったため、広く周知することにつな

がらなかった。 

 

【課題】 

  第２期では、これらの調査結果にＲＥＳＡＳ（地域経済分析システム）を活用した地域の経済動向を組

み入れることで、地域の小規模事業者が自らの売上向上につながる外部環境の把握として関心をもっても

らい、実効性のある事業計画策定へ繋げる必要がある。 

  また、調査結果は、地域の小規模事業者がいつでも閲覧できるように商工会のホームページに掲載する

ことで広く周知する。 

 

（２）目標 

事業内容 
公表

方法 
現状 

令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

①各種経済情報 

分析結果の公表回数 

ＨＰ

掲載 
- ４ ４ ４ ４ ４ 

②地域経済動向分析

結果の公表回数 

ＨＰ

掲載 
- １ １ １ １ １ 

 

（３）事業内容 

 ①各種経済情報の収集、提供及び分析（北海道・空知管内） 

小規模事業者が自身を取り巻く景況を把握するため、経営指導員等が、各関係機関が公表する景気動

向調査報告を収集、分析し、四半期ごとに商工会ホームページで公表するほか、巡回訪問時の資料とし

て活用する。 

 【調査手法】各支援機関から提供される調査報告を活用する。 

 【調査項目】 

   

活用する調査資料名 発行機関名 調査分析項目 
情報の 

収集頻度 

小規模企業景気動向調査 全国商工会連合会 

売上、採算、資金繰り、

経営上の問題点、設備投

資内訳など 

四半期 

中小企業景気動向調査 

（北空知管内景気動向調査） 
北空知信用金庫 

売上、採算、資金繰り、

経営上の問題点、設備投

資内訳など 

四半期 
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②地域経済動向の分析（ＲＥＳＡＳの活用） 

雨竜町の小規模事業者に対し、ＲＥＳＡＳを活用して地域の経済動向を提供することで、事業者自ら

が外部環境の把握に活用を図り、課題抽出や事業計画策定に繋げる。 

分析結果は、年１回商工会ホームページで公表するほか、巡回訪問時の資料として活用する。 

 【調査手法】ＲＥＳＡＳを活用し、地域の経済動向分析を行う。 

  【調査項目】 

 

（４）調査結果の活用 

調査した結果は、商工会ホームページに掲載し、広く町内小規模事業者に周知することで、外部環境の

把握に対する気づきにつなげる。 

また、経営指導員等による巡回訪問や、窓口相談を行う際の参考資料として、小規模事業者の経営状況

の分析並びに事業計画策定支援に活用する。 

   

４．需要動向調査に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期では、平成２９年度より実施中の経済産業省「地域・まちなか商業活性化支援事業（地域商業自

立促進事業）」における地域住民に対するアンケートを実施し、収集・分析した調査結果を町内小売業・サ

ービス業への経営支援に活用したが、直接的な需要動向の把握にはつながらなかった 

  また、商談会等への出展時におけるバイヤーからの情報収集は、新たな販路開拓の支援対象事業者の掘

り起こしができず、実施できなかった。 

 

【課題】 

  第２期では、商談会のほか、物産展や地元イベントにおいて、バイヤーや一般消費者へのアンケート調

査を行う事で、エネルギー価格や物価の高騰等の急速な外部環境の変化を受けた需要動向の把握により、

新商品開発や既存商品のブラッシュアップに繋げる必要がある。 

 

（２）目標 

事業内容 現状 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

①商談会・物産展・地元イベントで

の需要動向調査対象事業者数 
- ４ ４ ４ ４ ４ 

 

（３）事業内容 

  商談会・物産展・地元イベントにおけるアンケート調査 

分析項目 分析内容 

地域経済循環マップ 地域経済の全体像と域内消費の動向について 

産業構造マップ 地域の製造業、卸売、小売業、農林水産業の構造について 

観光マップ 
国・地域別外国人の滞在状況等のインバウンドや宿泊者の動向等につ

いて 

まちづくりマップ 人の流動や事業所立地動向等まちづくり関係の情報について 
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域外への販路開拓・拡大のための商談会・物産展や地元イベントに出展した際、アンケート調査を行

い商品のブラッシュアップや新商品開発の方向性を検討するための資料として活用する。 

【対象者】 

・農産品等の地域資源等を活用した商品開発に取り組み、事業計画を策定した小規模事業者 

【想定される商談会・物産展・地元イベント】 

１) 北の味覚、再発見！！（ＢｔｏＢ） 

主催：北海道商工会連合会 

場所：ホテル札幌ガーデンパ ス（札幌市） 

開催時期：１０月 

概要：地域特産品を販路開拓支援事業の一環として、流通業者との商談会を実施し、これら特産品

の販路開拓・拡大を図る。 

来場者：流通・観光関係企業のバイヤー、関係機関 

規模：出展者５５社、来場流通バイヤー７１社１３２名、他関係機関、札幌消費者協会、報道機関 

  ２）なまらいいっしょ北海道フェア（ＢｔｏＣ） 

主催：（一社）北海道移住交流促進協議会  共催：北海道商工会連合会 

場所：三軒茶屋ふれあい広場（東京都世田谷区） 

開催時期：１１月 

概要：ふるさと納税の案内、特産品の販売、販路開拓、移住相談、地域おこし協力隊の募集、観光

ＰＲ、企業ＰＲ等を行うイベント 

来場者：一般消費者・流通・観光関係企業のバイヤー 

規模：出展者１７団体、来場者２０,０００人 

  ３）うりゅう特産品フェア（ＢｔｏＣ） 

    主催：うりゅう暑寒フェスタ実行委員会 

    場所：道の駅田園の里うりゅう（雨竜町） 

    開催時期：７月下旬 

    概要：メロンやスイカ等の特産品販売、地域おこし協力隊のコラボ出展、町内・町内事業者の出展 

    来場者：一般消費者・観光客 

    規模：出展者９者 

     

【サンプル数】来場されたバイヤー、消費者各５０名 

【調査手法】来場者に対し、試食や試供品をもとに経営指導員が書面によるアンケートを実施 

【調査項目】・属性（居住地、性別、年齢、来場のきっかけ）※消費者のみ 

・商品の評価（パッケージデザイン、味、内容量、価格、満足度、改善点） 

      （ロット、納期等）※バイヤーのみ 

【分析手法】集計したデータを経営指導員等が専門家と連携し、商品に対する評価のクロス集計等を行う。 

 

（４）調査結果の活用方法 

商品に対する全体的な評価から改善点を抽出し、当該事業者に巡回訪問においてフィードバックするこ

とで、新商品開発や既存商品のブラッシュアップに係る事業計画策定に活用を図る。 

また、地域における消費者ニーズの傾向等として、今後の新商品開発の参考情報の提供に活用する。 

 

５．経営状況の分析に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期では、定量面での分析を中心に確定申告や金融斡旋、補助金申請等の支援の際に行っていたが、

定性面の外部環境や内部環境を含めた経営課題の抽出は、経営相談や補助金申請など事業者からの依頼に

応じて実施してきたため、一部に留まっていた。 
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【課題】 

  第２期では、適切な課題抽出による売上向上につなげるよう、財務分析とあわせて定性的な非財務分析

を実施することとして、積極的な巡回訪問等を通じて事業者との対話を重ねて信頼を獲得し、事業者が納

得したうえで事業計画による課題解決を図る必要がある。 

 

（２）目標 

事業内容 現状 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

①経営分析事業者数 ７ １５ １５ １５ １５ １５ 

 

（３）事業内容 

①経営分析を行う事業者の発掘 

経営指導員等の商工会職員が巡回訪問を中心としてヒアリングを実施し、対話と傾聴により小規模事業

者自らが課題に気づきを得るきっかけづくりを支援する。 

さらに、本質的な課題へ掘り下げることで、課題解決へ向けた内発的動機付けを高め、経営分析の支援

対象者を抽出する。 

 

②経営分析の内容 

【対象者】 

・巡回訪問において各種補助金申請等支援事業者の他、事業承継対象事業者や創業して間もない製造事

業者を中心に、意欲的で販路拡大の可能性の高い１５者を選定する。 

【分析項目】 

≪財務分析≫直近３期分の収益性、生産性、安全性、成長性の分析 

≪非財務分析≫・内部環境（強み・弱み）：商品、サービス、人材等 

       ・外部環境（機会・脅威）：市場、競合、社会経済、観光等 

【分析手法】 

経済産業省の「ローカルベンチマーク」を活用し、指標を用いた財務面の分析の他、ＳＷＯＴを用い

た非財務面の分析について、必要に応じて専門家との連携により経営指導員等が分析を実施する。 

 

③近隣商工会広域連携での支援 

近隣の新十津川町、滝川市江部乙町、雨竜町の３市町の商工会からなる「新江竜商工会広域連携協議

会」で小規模事業者に対して商工会および経営指導員等の横の繋がりを駆使して経営分析・課題抽出を

実施する。 

 

（４）分析結果の活用 

分析結果については、経営指導員等による巡回訪問でフィードバックするとともに、小規模事業者へ気

づきを与えることで課題抽出に繋げる。 

また、計数的な分析にとどまらず、事業者の強み・弱みや機会・脅威を客観的に理解することで、事業

計画策定への活用を図る。 

また、経営支援ツールにより分析結果を入力・蓄積することでデータベース化し、職員間で共有するこ

とで、効率的な支援体制の構築を図る。 

 

６．事業計画策定支援に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期では、日常の巡回支援の他、専門機関と連携して事業計画策定セミナーや個別相談会を開催する

ことで、事業計画策定を目指す支援対象者の掘り起こしを実施し、事業計画策定支援を実施していった。 
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【課題】 

  第２期では、自社の本質的な経営課題の解決による経営基盤の強化のための事業計画策定支援が課題で

ある。 

併せて、地域の小規模事業者に対して、広くＤＸへ向けたＩＴツールの活用による経営の効率化、高度

化を図るための事業計画策定の重要性を認識させる必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

本質的な経営課題を解決させるための事業計画を策定する重要性を十分に理解させるためには、経営状

況の分析を通じてその重要性を明確に伝えていく必要がある。 

したがって、巡回訪問等で、事業者との対話と傾聴を図り信頼関係を構築し、本質的な課題を掘り下げ

て経営課題に気づき、納得した上で、事業者自らが事業計画の策定できるよう支援を行う。 

さらに、デジタル社会におけるビジネスの変革に対応するため、ＤＸへ向けたＩＴツールの活用を積極

的に行えるよう支援していく。 

  創業に関しては、雨竜町と連携した情報収集や巡回訪問等での掘り起こしを行うとともに、各種助成事

業の活用や金融機関との連携も加味した、実現性・継続性の高い創業計画の策定を支援する。 

  事業承継に関しては、小規模事業者の減少を抑え地域コミュニティの維持を図るため、事業者の後継者

の有無といった状況を確認するとともに、経営環境を踏まえた最適な承継手法を選択できるよう専門家や

関係機関と連携し支援を行っていく。 

 

（３）目標 

事業内容 現状 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

①ＤＸ推進セミナー・個別相談会 

開催回数：各１回（新規） 
- １ １ １ １ １ 

②

事業計画策定セミナー・個別相談会 

開催回数：各１回 

１ １ １ １ １ １ 

事業計画策定事業者数 ４ ５ ５ ５ ５ ５ 

③事業承継計画策定事業者数 ０ １ １ １ １ １ 

④創業計画策定事業者数 １ １ １ １ １ １ 

 

（４）事業内容 

①ＤＸ推進セミナー及び個別相談会の開催（新規） 

急速なＩＴ化が進行する中で、小規模事業者が経営の効率化、高度化を図るにはＤＸへの対応が必要

であるため、ＤＸ対応への動機付けや基礎的な知識を習得するためにセミナー及び個別相談会を開催す

る。 

【対象者】ＤＸ活用に意欲的な小規模事業者 

【募集方法】商工会ホームページ掲載・ＦＡＸ・郵送等による周知の他、経営指導員等が巡回訪問時に提

案する 

【講師】・ＩＴコーディネーター、・中小企業診断士 

・各種小規模事業者支援機関における登録専門家等 

【開催回数】セミナー年１回、個別相談会年１回 

【参加者数】セミナー１０名、個別相談会３名 
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【支援手段】 

セミナー開催によりＤＸに関する基礎知識の習得を図り、ＤＸに意欲的な小規模事業者の掘り起こし

を行う。掘り起こした小規模事業者に対しては、専門家と連携した個別相談会及び巡回訪問等により事

業計画策定を支援する。 

【カリキュラム】・ＤＸの基礎知識や具体的な活用事例等 

・ＳＮＳを活用した販売促進手法及び事例等 

・ＥＣサイト等の構築及び運用による販路開拓手法 

 

②事業計画策定に関するセミナー及び個別相談会の開催 

 専門機関との連携による事業計画策定支援セミナー並びに個別相談会を開催し、地域経済動向や需要

動向の調査結果及び経営状況の分析結果を踏まえた支援対象者が事業計画を策定するための支援を実施

する。 

また、新江竜商工会広域連携協議会と連携して支援ノウハウの向上を図りながら、事業計画作成の支

援を行う。 

特にセミナー及び個別相談開催後には、受講者に対して巡回訪問し確実に事業計画が策定できるよう

支援を行う。 

【対象者】・食品製造業等を営む事業者を中心とした販路開拓に意欲的な事業者 

・経営状況の分析により課題が明確となった小規模事業者 

・事業計画策定に意欲的な小規模事業者 

【募集方法】経営指導員等による巡回訪問を中心に、商工会ホームページや会報等で募集 

【講師】・中小企業診断士 

・各種小規模事業者支援機関における登録専門家等 

【開催回数】セミナー年１回、個別相談会年１回 

【参加者数】セミナー１０名、個別相談会３名 

【支援手段】 

セミナー開催により事業計画策定に関する基礎知識の習得を図り、販路開拓や雨竜町の特産品などの

新商品開発、新サービスの取り組みに意欲のある小規模事業者に対しては、個別相談会及び巡回訪問等

により事業計画策定を支援する。 

【カリキュラム】・事業計画の策定手法について等 

・ＰＣＤＡの重要性について等 

 

③事業承継支援 

  円滑な事業承継により、地域雇用の確保、コミュニティ維持のため、北海道事業承継・引継ぎ支援セン

ターや中小企業基盤整備機構等の支援機関と連携し事業承継を目指す小規模事業者に対し事業承継対策セ

ミナー・個別相談会を開催し、事業承継者の事業計画策定を支援することで、地域経済、雇用およびコミ

ュニティの維持を図る。特に、建設業・小売業といった地域に不可欠な業種を重点的に支援する。 

 【対象者】・事業承継が経営課題となっている小規模事業者 

      ・後継者の育成が経営課題となっている小規模事業者 

      ・後継者候補の従業員育成が経営課題となっている小規模事業者 

 【支援手段】後継者の有無の状況について経営指導員等がヒアリングし、親族内承継や第三者承継、Ｍ＆

Ａなど、小規模事業者に最適な手段を検討し、北海道事業承継・引継ぎ支援センターや中小

企業基盤整備機構等の支援機関と連携し、円滑な事業承継を実施できるよう事業計画策定を

支援する。 

 

④創業者への支援 

  地域雇用の確保、コミュニティ維持のため、行政等と連携して不足業種、創業支援施策の情報をホーム

ページ等で発信することで、当町での創業を促進する。 

  創業希望者へは、札幌市および近郊都市で開催される創業セミナーへの参加を都度勧奨し、創業に向け
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た基本的な知識を習得してもらう。 

また、必要に応じて専門機関が開催する創業塾の受講をあっせんし、受講後に巡回支援を行うことで、

創業計画の策定を進めていく。 

  創業に係る必要な資金については、北空知信用金庫雨竜支店や日本政策金融公庫旭川支店と連携し、事

業計画およびビジネスプランの作成支援を行い、また、雨竜町の商工業者が元気のあるまちの形成を支援

する、雨竜町の「うりゅう商店街元気づくり活性化支援事業補助金」を積極的に活用するよう情報提供も

併せて支援を行う。 

 【対象者】・創業予定者 

 【支援手段】 

   経営指導員等が巡回訪問等によるヒアリングにより、創業計画や資金計画、創業時の公的支援につい

て説明し、必要に応じて専門家と連携して創業や創業後の事業が円滑に実施できるよう、事業計画策定

において伴走型支援を実施する。また、創業セミナーや創業塾といった基本的な創業に向けた知識を習

得できるイベントも積極的な参加を促していく。 

 

 ※雨竜町『うりゅう商店街元気づくり活性化支援事業』について 
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７．事業計画策定後の実施支援に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期においては、事業計画の進捗状況を確認、把握するため、四半期毎に巡回訪問を行うことを目標

に掲げており、事業計画策定実施後のフォローアップ支援を実施してきたが、巡回訪問回数は計画より少

なく、綿密なフォローアップ支援には至らなかった。 

 

【課題】 

  第２期においては、事業計画策定事業者の売上高・経常利益の増加目標の達成に向けて、ＰＤＣＡサイ

クルがしっかりと回るように、フォローアップの手法並びに頻度を明確にし、実施する。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画を策定したすべての小規模事業者に対し、四半期毎（年４回）を目途に巡回訪問を実施し、計

画策定後の進捗状況を確認し、フォローアップを行う。 

支援を進めるうえで、「事業計画策定で終わりではなく、事業計画を実施して目標の売上・利益率増加さ

せる」事の重要性を認識してもらい、目標を達成できるよう支援する。 

なお、巡回訪問による支援の際は対話と傾聴を基本姿勢として、経営者の『自走化』のための内部的動

機づけを行い、『潜在力』を引き出すことで、事業者自身がＰＤＣＡを図れるよう支援する。 

また、外部環境の変化等により事業計画の実行に変調をきたしている事業者に対しては、支援頻度を増

やすと共に、専門家等と連携し事業計画の見直しを支援する。 

 

（３）目標 

事業内容 現状 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

①事業計画策定後の 

 フォローアップ事業者数 
１者 ５者 ５者 ５者 ５者 ５者 

 頻度（延回数） ３回 ２０回 ２０回 ２０回 ２０回 ２０回 

 売上増加率 2％以上増加の 

事業者数 
０者 ３者 ３者 ３者 ３者 ３者 

②事業承継計画策定後の 

 フォローアップ事業者数 
０者 １者 １者 １者 １者 １者 

頻度（延回数） ０回 ４回 ４回 ４回 ４回 ４回 

③創業計画策定後の 

 フォローアップ事業者数 
０者 １者 １者 １者 １者 １者 

頻度（延回数） ０回 ６回 ６回 ６回 ６回 ６回 

 

（４）事業内容 

 ①事業計画策定事業者に対する支援 

事業計画策定後に事業実施のうえで有効な国・道・町の行う支援策等の情報提供を行うとともに、四半

期毎の巡回訪問を実施し計画の進捗状況を把握し、必要に応じて専門家と連携して課題解決や事業計画の

見直しを図るなど、適切な指導・助言を行う。 
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また、定期的な巡回を行うことで、小規模事業者が実践しながらＰＤＣＡのサイクルを定着させられる

ようフォローアップを行う。 

  

 ②事業承継計画策定事業者に対する支援 

事業承継後の支援については経営指導員等による四半期毎の巡回訪問を行い、上記①同様に抱えている

課題を把握し、解決するための伴走型の支援を行う。 

また、必要に応じて支援機関と連携し、専門家派遣などによる幅広い支援を行う。 

 

 ③創業計画策定事業者に対する支援 

創業後の支援は、経営指導員等による２か月に１回の巡回訪問を行い、抱えている課題を把握し、解決

するための伴走型の支援を行う。 

また、必要に応じて支援機関と連携し、専門家派遣などによる幅広い支援を行う。 

 

 ④事業計画と進捗状況とズレが生じている場合の対処方法 

  進捗状況が思わしくない、事業計画とのズレが生じていると判断する場合は、巡回回数を増やし「対話」

と「傾聴」により問題点の抽出と計画の軌道修正を図る。高度な経営課題になった場合は専門家を派遣し、

原因究明を行い、状況によっては事業計画再策定を視野に入れ、今後の対応策を検討する。 

 

８．新たな需要の開拓に寄与する事業に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

第１期では、展示会や商談会等の開催案内周知により域外への需要開拓希望者の掘り起こしを図ったも

のの、新型コロナウイルス感染拡大の影響等もあり、雨竜町内開催のイベントや一部の町外（空知管内や

札幌市）への物産展出展に留まり、十分な支援ができなかった。 

 一方、ＩＣ型ポイントカードシステム「ＵＰカード」が平成３１年１月より稼働開始となり、同年１２

月より地域電子マネー機能「ＵＰマネー」が追加され、新たな需要開拓として行政と連携し行政サービス

によるポイントを付与することでカードの活用機会や利便性をアピールし、相乗効果として売上向上を図

る体制ができた。 

 

【課題】 

第２期においては、展示・商談会における事前・事後の支援が不十分だったため、開催案内の周知の徹

底や、事業者への出展意欲喚起を図るなど、支援方法を改善したうえで実施する。また、「ＵＰカード」を

活用したイベントを企画し、町内経済の活性化を図る。さらに今後は、ＤＸによる販路開拓が必要なため、

対象事業者にＤＸの必要性を理解・認識してもらい取り組む必要がある。 

 

（２）支援に対する考え方 

事業計画を策定し、展示・商談会への出展意欲がある小規模事業者に対し、北海道商工会連合会が主催

する「北の味覚再発見!!」や「なまらいいっしょ北海道フェア」等の商談会・物産展や地元イベントの開

催情報を提供し、出展にあたっては、出展前の準備から終了後の振り返りまで支援を行うことで小規模事

業者の継続的な支援に繋げる。 

また、ＤＸに向けた取り組みとして、ＩＴ（Facebook、Instagram、X(旧 Twitter)、LINE などのＳＮＳ

やＨＰ）を活用した企業情報の発信の支援も実施する。 

また、上記のＩＴ活用に「ＵＰカード」とも連携し、ポイント倍増セールや抽選イベントといった販促

企画を実施し、個店に応じた新たな需要開拓を支援する。 
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（３）目標 

支援内容 現状 
令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

①商談会出展事業者数 ０者 ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

商談会成約目標件数／者 ０件 １件 １件 １件 １件 １件 

商談会出展による売上増加率／者 - ５％ ５％ ５％ ５％ ５％ 

②首都圏等物産展出展事業者数 - ２者 ２者 ２者 ２者 ２者 

首都圏等物産展売上目標額／者 - １０万 １０万 １０万 １０万 １０万 

③地域内物産展出店事業者数 ４者 ５者 ５者 ５者 ５者 ５者 

地域内物産展売上目標額／者  ５万 ５万 ５万 ５万 ５万 

④ＤＸ（ＩＴ）を活用した 

販路開拓事業者数 
０者 ５者 ５者 ５者 ５者 ５者 

ＤＸ（ＩＴ）を活用した 

販路開拓事業者売上増加率 
- ２％ ２％ ２％ ２％ ２％ 

 

（４）事業内容 

 ①商談会への出展支援 

【支援対象】 

  事業計画を策定し、地域資源を生かした新商品開発や販路拡大に意欲的な小規模事業者 

【支援内容】 

関係機関が開催する商談会への効果的な出展を支援する。 

出展前には、出展手続きやブースレイアウトの支援、商品提案書・規格書及びＰＲパンフレット、ＰＯ

Ｐ等の作成支援を行うほか、効果的なバイヤー等へのプレゼン支援を行い商談成立に繋げる。 

出展時には、経営指導員等の職員が随行し、出展ブース及び商品陳列の支援、バイヤー等へのアンケー

ト調査支援を行う。 

出展後は、アンケート集計・分析や分析結果のフィードバック等のアフターフォロー支援を行う。 

【想定する商談会】 

北の味覚、再発見！！（ＢｔｏＢ） 

主催：北海道商工会連合会 

場所：ホテル札幌ガーデンパ ス（札幌市） 

開催時期:１０月 

概要: 地域特産品を販路開拓支援事業の一環として、流通業者との商談会を実施しこれら特産品の販

路開拓・拡大を図る。 

来場者：流通・観光関係企業のバイヤー、関係機関 

規模：出展者５５社、来場流通バイヤー７１社１３２名、他関係機関、札幌消費者協会、報道機関 
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 ②首都圏等の物産展への出展支援 

【支援対象】 

 事業計画を策定し、首都圏等の域外への販売拡大に意欲的な小規模事業者 

【支援内容】 

関係機関が開催する首都圏での物産展への効果的な出展を支援する。 

出展前には、出展手続きや効果的な接客手法、ＰＲパンフレットやＰＯＰ等の作成支援により効果的な

販売に繋げるほか、商品アンケートの作成支援による需要動向の把握を図る。 

出展時には、経営指導員等の職員が随行し、出展ブース及び商品陳列、来客者へのアンケート調査を支

援する。 

出展後は、アンケート集計・分析や分析結果のフィードバック等のアフターフォロー支援を行う。 

 【想定する物産展】 

なまらいいっしょ北海道フェア（ＢｔｏＣ） 

主催：（一社）北海道移住交流促進協議会  共催：北海道商工会連合会 

場所：三軒茶屋ふれあい広場（東京都世田谷区） 

開催時期：１１月 

概要：ふるさと納税の案内、特産品の販売、販路開拓、移住相談、地域おこし協力隊の募集、観光Ｐ

Ｒ、企業ＰＲ等を行うイベント 

来場者：一般消費者・流通・観光関係企業のバイヤー 

規模：出展者１７団体、来場者２０,０００人 

 

③地域内の物産展への出展支援 

【支援対象】 

 事業計画を策定し、近隣における地域資源を生かした商品ＰＲ販売に意欲的な小規模事業者 

【支援内容】 

地元雨竜町等の物産展の出展を支援する。 

支援にあたっては、首都圏等の物産展と同様、出展前の効果的な接客手法やＰＯＰ等の作成支援、商品

アンケートの作成支援を行う。 

出展時には、経営指導員等の職員が随行して出展ブース及び商品陳列、来客者へのアンケート調査を支

援するほか、出展後はアンケート集計・分析や分析結果のフィードバック等のアフターフォロー支援を行

う。 

 

 【想定している商談会・物産展】 

  うりゅう特産品フェア（ＢｔｏＣ） 

   主催：うりゅう暑寒フェスタ実行委員会 

   所：道の駅田園の里うりゅう（雨竜町） 

   開催時期：７月下旬 

   概要：メロンやスイカ等の特産品販売、地域おこし協力隊のコラボ出展、町内・町内事業者の出展 

   来場者：一般消費者・観光客 

   規模：出展者９者 

  

 ④ＤＸへの取組としてＩＴ活用による販路開拓支援（新規） 

デジタル社会に迅速に対応した経営を実施していくため、認知度が低く、ＩＴ活用によるＰＲが有効

であると考えられる小規模事業者や地域資源を活用した新商品開発や新たな取組みを計画策定した小規

模事業者に対し、インターネットを駆使した事業展開を支援する。 

ア．ＳＮＳの活用による需要開拓支援（ＢｔｏＣ） 

現状、顧客が主に近隣の地域に限られている小規模事業者に対し、より遠方の顧客を取り込むために、

消費者の多くが頻繁に利用している Facebook、Instagram、X(旧 Twitter)、LINE 等のＳＮＳを活用した

需要の獲得を支援する。さらに、ＩＣポイントカードシステム「ＵＰカード」も活用し、特長を踏まえ
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たうえでポイント倍増セールや抽選イベント等の企画をＳＮＳで発信し、活用機会や利便性をアピール

することで、売上向上をもたらす相乗効果を狙う。 

 

  イ．ＨＰの活用による需要開拓支援（ＢｔｏＣ） 

ＨＰ未開設事業者及び既存のＨＰが陳腐化している事業者を対象に、商工会で推進しているＧＭＯペ

パボ社の「グーペ※」を活用し、ページ構築および基本的な操作・運用、ＨＰを活用した自社の商品・

サービスのＰＲ方法を支援する。 

ＨＰを作成した事業者や、既に HP を有する事業者に対してＥＣサイトの構築・運用を支援する。構築

にあたっては、「カラーミーショップ※」等のツールを活用する。 

  ※「グーペ」…全国商工会連合会が提携している GMO ペパボ社が運用する、簡単にホームページを作成

できるサービス。商工会員向け無料プランがある。（https:/ goope.jp ） 

※「カラーミーショップ」…GMO ペパボ㈱が運用。テンプレートを活用して、簡単にネットショップが

開設できる作成ツールサービス。「グーペ」との親和性が高い。（https://shop-pro.jp/） 

 

Ⅱ.経営発達支援事業の円滑な実施に向けた支援力向上のための取組 

９．事業の評価及び見直しをするための仕組みに関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期では、経営発達支援事業の成果・評価見直しについて年 1 回、評価委員会を開催し報告・審議に

て承認され、総会開催時に議決されているが、形式的な対応で終わっており、ホームページ掲載も実施で

きず、事業実施方針等に反映させるには⾄っていなかった。 

 

【課題】 

  第２期においては、進捗管理と目標設定の確認・見直しをＰＤＣＡサイクルに基づいて評価委員会で検

討し、問題点の改善を行い、その結果を評価委員会及び理事会にフィードバックした上で、事業実施方針

等に反映させる仕組みを構築する。 

 

（２）事業内容 

 ①事業評価委員会の開催 

  商工会事業委員会および法定経営指導員、雨竜町産業建設課長、商工観光担当職員、外部有識者等で構

成する経営発達支援事業評価会議を年１回開催することとし、事業の実施状況および計画内容などを評価、

改善策を検討し本計画を実施していく。 

当評価委員会の評価は、理事会にフィードバックした上で、事業実施方針等に反映させるとともに、ホ

ームページへ掲載（年１回）することで、地域の小規模事業者等が常時閲覧可能な状態とする。 

 ※外部有識者：北空知信用金庫雨竜支店長、司法書士（地元商工会員）等 
 

１０．経営指導等の資質の向上等に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期では、経営指導員等の資質向上に関する事業について、北海道商工会連合会が開催する職種別の

研修会や中小企業大学校が開催する支援担当者研修等を受講することで支援能力の向上を図ってきた。し

かし、職員によってスキルのバラつきがあり、研修内容の情報共有も完全にできたとは言えない。 

 

【課題】 

第２期では、職員の経験年数やスキルにバラつきがあることから、これまで受講してきた研修に加え、

不足している分野の研修にも積極的に参加し、専門家派遣時に専門家に同行することで実践的な支援のノ

ウハウを学ぶことや、ＤＸ推進に関する相談・指導能力の向上と、『経営力再構築伴走支援』における相談・
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指導能力の向上が必要である。 

 

（２）事業内容 

 ①ＯＪＴ 

  中小企業診断士等の専門家派遣に同行し、聞き取り内容や指導の要点など支援ノウハウを学び、資質向

上に繋げる。また、経営指導員等が支援した内容を情報共有するほか、業務を他の職員と分業することで

支援能力向上を狙う。 

 

 ②ＤＸ推進に向けたセミナーへの参加 

地域の事業者のＤＸ推進という喫緊の課題に対応するため、経営指導員等のＩＴスキルを向上させ、ニ

ーズに応じた助言や指導が可能となるよう、ＤＸ推進に関する相談・指導能力の向上させるセミナーに積

極的に参加する。 

 【想定されるＤＸ推進に向けたセミナー】 

・事業者向け内部（業務効率化等）取り組みに焦点を当てたセミナー 

クラウド化・電子マネー取引等のＩＴツール・情報セキュリティ対策等 

・事業者向け外部（需要開拓等）取り組みに焦点を当てたセミナー 

ホームページを活用した情報発信やＥＣサイト構築、運用・ＳＮＳを活用した情報発信等 

 

③経営力再構築伴走支援研修会への参加 

中小機構が主催する支援機関向けの『経営力再構築伴走支援研修会』へ経営指導員等が出席して、支援

のための知識とノウハウを習得し、相談・指導能力の向上を図る。 

 

 ④データベース化 

  担当経営指導員等が、経営支援ツール「Shoko Biz」に支援情報入力を適時・適切に行い、支援中の小規

模事業者の状況等を職員全員が相互共有できるようにすることで、担当外の職 

員でも一定レベル以上の対応ができるようにするとともに、支援ノウハウを蓄積し組織内で 

共有することで支援能力向上を図る。 

 

１１．他の支援機関との連携を通じた支援ノウハウ等の情報交換に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

第１期では、全道商工会経営指導員研修会（北海道商工会連合会主催）やマル経協議会（日本政策金融

公庫主催）といった全道、北空知管内での情報交換の他、新江竜商工会広域連携協議会（新十津川町商工

会、江部乙商工会、雨竜町商工会）において３商工会地域での支援ノウハウ等の情報交換を行った。他、

専門家派遣時にも同行することで専門的な支援ノウハウの情報交換を行った。 

 

【課題】 

  第２期でも引き続き北海道商工会連合会や日本政策金融公庫旭川支店、新江竜商工会広域連携協議会と

情報交換を実施する。また、専門家派遣時においても、伴走型支援をよりきめ細かく実施できるようにす

るために、随時より高度で専門的な支援ノウハウの情報交換を実施していく。 

 

（２）事業内容 

 ①経営支援事例発表大会への参加による支援ノウハウの共有（頻度：年 1 回） 

北海道商工会連合会主催による全道商工会経営指導員研修会では全道の経営指導員が一堂に会し、経営

支援事例発表大会が開催されており、実際の支援事例を傾聴することでその支援ノウハウ等の情報共有が

図られ、当町における伴走型支援策のヒントが得られる。 

 

 ②金融機関との情報交換（頻度：年 2回） 
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日本政策金融公庫旭川支店とのマル経協議会では、当会を含め北空知管内の経営指導員が一堂に会する

ことから、各地域の動向や経営支援状況について情報交換を行う。また、日本政策金融公庫からは金融情

勢および小規模事業者経営改善資金等の活用手法についての情報交換を行い、小規模事業者に有利な資金

の活用についての支援に繋げる。 

 

 ③広域連携協議会との情報交換（頻度：年 2回） 

新江竜商工会広域連携協議会において、３商工会地域における課題解決に向けた支援ノウハウ及び支援

の現状、販路開拓、地域活性化の事例や手法等について情報交換し、当町における伴走型支援策のヒント

が得られる。 

 

 ④公的支援機関との支援ノウハウの共有（頻度：専門家派遣時） 

小規模事業者が抱える課題で当商工会では対応できない高度なものについては、解決のため、よろず支

援拠点および中小企業基盤整備機構、北海道事業承継・引継ぎ支援センター等の支援機関による専門家派

遣等を活用し、同行することでより高度な経営支援手法が身に付くとともに、専門的なノウハウの情報交

換を行う。 

 

 

Ⅲ.地域経済の活性化に資する取組 

１２．地域経済の活性化に資する取組に関すること 

（１）現状と課題 

【現状】 

  第１期では、特産品開発の推進として行政、農業協同組合、商工会、道の駅で構成する「雨竜町特産品

推進協議会」にて協議の上、日本酒やカップご飯、漬物、米粉等の開発・製品化を実現し、道の駅や町内

商店、イベントにて販売を行い、外需による経済活性化へのきっかけを作ることができた。特産品の町内

イベントでの試食会やアンケート調査は満足にできなかったが、雨竜町地域おこし協力隊によるＳＮＳ等

でのＰＲにより、積極的に情報発信することはできた。 

  また、うりゅうふれあいカード会と連携してＩＣポイントカードシステム「ＵＰカード」を発足させ、「新

春がらぽん大会」「チャージ de ガラポン」といった町内の各イベントを実施して域内消費を喚起し、消費

者の利便性とサービスの充実を図ることができた。 

  プレミアム付商品券については令和２年度まで実施していたが、令和３年度からは雨竜町支援のもと、

ＵＰカードの電子マネー機能「ＵＰマネー」を活用した「プレミアム付電子マネー」を年１回販売し、商

品券よりもさらに利便性を向上させ、消費者の購買意欲の高揚と町外への消費流出防止策として地域経済

活性化を促進することができた。 

 

【課題】 

  第２期においては、「雨竜町特産品推進協議会」と協議の上、さらに魅力のある特産品の開発・販売を引

き続き実施し、地域ブランド化や地域経済の活性化に向けて取り組んでいく。 

  ＵＰカードにおいては、雨竜町と連携して「プ ミアム付電子マネー」を引き続き実施し、域内消費の

拡大に繋げていく。その他、地域住民から必要とされる商店街及び小規模事業者となるよう賑わいの創出、

町内消費拡大を目的とした、様々なイベント等を引き続き実施する。 

 

（２）事業内容 

 ①「雨竜町特産品推進協議会」の開催（年２回程度） 

  「雨竜町特産品推進協議会」で雨竜町の地域経済活性化の方向性を共有するための協議を行うとともに、

雨竜産酒米を使った日本酒の作成や道の駅加工施設を活用し、米粉を使った特産品の開発を引き続き展開

し、道の駅および商店、イベントで販売することで地域および商店街等への交流人口の増加を図り外需に

よる消費拡大により経済の活性化へ繋げる。 

道の駅が拠点となり、町と農業を主としたＰＲを町全体で推進し、農産・観光資源を活用して特産品開
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発に向けた新規起業の製造業者等の誘致及び経営指導を積極的に推進する。 

 ※雨竜町特産品推進協議会構成団体：雨竜町、雨竜町商工会、きたそらち農業協同組合、㈱雨竜町振興公

社、その他協力団体等（雨竜町特産品推進協議会規約より） 

 

 ②ＵＰカード活用による地域活性化 

  ポイントカード事業を実施している「うりゅうふれあいカード会」は、消費者に対してさまざまな還元

事業やイベントを実施してきており、消費者へのポイント発行を行うことで、町内消費の流出防止に一定

の役割を果たしている。 

  当商工会としても引き続き連携し、うりゅうふれあいカード会が実施している満点カードを使用した年

始の「新春がらぽん大会」や各種事業等の魅力を向上させ継続実施して、引き続き地域住民の流出購買力

の取戻しを図りつつ、消費者の利便性とサービスの充実を図る。 

   

 ③プレミアム付電子マネーおよびふれあい商品券の発行事業 

当商工会では雨竜町支援のもと、プレミアム付電子マネーを引き続き発売を計画しており、消費者の町

内での購買活動を活発にし、域内経済の循環に寄与する。 

  また、うりゅうふれあい会独自の「ふれあい商品券」も引き続き発行を実施し、各種お祝い等にもより

多くご利用いただけるよう実施していく。 
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（別表２） 

 経営発達支援事業の実施体制 

経営発達支援事業の実施体制 

（令和５年１１月現在） 

 

（１）実施体制（商工会又は商工会議所の経営発達支援事業実施に係る体制／関係市町村の経営発達

支援事業実施に係る体制／商工会又は商工会議所と関係市町村の共同体制／経営指導員の関与体制 

等） 

 
    雨竜町商工会 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 

 

（２）商工会及び商工会議所による小規模事業者の支援に関する法律第７条第５項に規定する経営指

導員による情報の提供及び助言に係る実施体制 

①法定経営指導員の氏名、連絡先 

  氏 名：久保 佳介 

  連絡先：雨竜町商工会 TEL 0125-77-2155 

 

②法定経営指導員による情報の提供及び助言 

  ・経営発達支援事業の実施に係る助言及び指導 

・計画達成に向けた、進捗管理 

・事業評価委員会での事業評価、見直しに係る情報提供 

 

（３）商工会／商工会議所、関係市町村連絡先 

①商工会／商工会議所 

  〒078-2600 北海道雨竜郡雨竜町字尾白利加 88番地 33 

        雨竜町商工会 

        TEL：0125-77-2155 FAX：0125-77-2151 

                E-mail：ushoko6@rose.ocn.ne.jp 

 

②関係市町村 

  〒078-2692 北海道雨竜郡雨竜町字フシコウリウ 104番地 

        雨竜町 産業建設課 

        TEL：0125-77-2248 FAX：0125-78-3122 

        E-mail：shoukou@town.uryu.hokkaido.jp 

 

 

事務局長 

法定経営指導員 １名 

補助員     １名 

記帳指導員   １名 

雨竜町 

産業建設課 
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（別表３） 

 経営発達支援事業の実施に必要な資金の額及びその調達方法 

                                  （単位 千円） 

 令和 

６年度 

令和 

７年度 

令和 

８年度 

令和 

９年度 

令和 

10年度 

必要な資金の額 ８７０ ８７０ ８７０ ８７０ ８７０ 

 

事業計画策定支援 

事業計画策定後の実施支援 

新たな需要の開拓支援 

経営発達支援事業の評価・見直し 

４００ 

１５０ 

１００ 

２２０ 

４００ 

１５０ 

１００ 

２２０ 

４００ 

１５０ 

１００ 

２２０ 

４００ 

１５０ 

１００ 

２２０ 

４００ 

１５０ 

１００ 

２２０ 

（備考）必要な資金の額については、見込み額を記載すること。 

調達方法 

 

会費、国補助金、道補助金、町補助金、手数料等 

 

（備考）調達方法については、想定される調達方法を記載すること。 
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（別表４） 

 経営発達支援計画を共同して作成する商工会又は商工会議所及び関係市町村以外の者を連携して経

営発達支援事業を実施する者とする場合の連携に関する事項 

連携して事業を実施する者の氏名又は名称及び住所 

並びに法人にあっては、その代表者の氏名 

 

連携して実施する事業の内容 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携して事業を実施する者の役割 

① 

② 

③ 

・ 

・ 

・ 

連携体制図等 

① 

 

 

 

 

 

② 

 

 

 

 

 

③ 

 

 

 

 

 


